
生活保護法の主旨 

 

この法律は、日本国憲法第２５条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮するすべての国民に

対し、その困窮の程度に応じ必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立

を助長することを目的とする。 

 

<生活保護制度の基本原理・原則> 

Ⅰ 生活保護制度の基本原理 

1）国家責任による最低生活保障の原理（法第１条） 

      生活に困窮する国民に対し、その困窮の程度に応じ最低限度の生活を保障するとともに、その 

      自立助長を目的とするもので、この制度の実施に対する究極的責任は国がもつ。 

2）無差別平等の原理（法第２条） 

      国民はすべてこの法律の定める要件を満たす限り、保護請求権を無差別平等に与えられる。 

3）最低生活保障の原理（法第３条） 

      この法律により保障される最低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維持することのでき 

るものでなければならない。 

4）補足性の原理（法第４条） 

      保護は、生活に困窮する者がその利用し得る資産、能力、その他あらゆるものを、その最低限度 

      の生活の維持のために活用することを要件として行われ、民法上の扶養や他の法律による扶助 

は保護に優先する。 

Ⅱ 生活保護の実施上の原則 

1）申請保護の原則（法第７条） 

      保護は、要保護者等の申請に基づいて開始する。なお、急迫の場合には、職権により必要な保 

      護を行う。 

2）基準及び程度の原則（法第８条） 

      保護の程度は、厚生労働大臣の定める基準により測定した需要を基とし、要保護者の金銭等で 

満たし得ない不足分を補う程度とする。この基準は、要保護者の年齢、性別、世帯構成その他必 

要な事項を考慮した最低限度の需要を十分満たすとともに、それをこえないものでなければなら 

ない。 

3）必要即応の原則（法第９条） 

保護は、要保護者個人又はその世帯の実際の必要の相違を考慮して適切に行うものとする。 

4）世帯単位の原則（法第１０条） 

保護の要否及び程度は、世帯単位によって定める。ただし、これによりがたいときは、個人を単位 

とすることができる。  



 

（1）うるま市生活保護の動向 

 

沖縄県は長年にわたる本土との隔絶により、社会経済等各分野で本土との間に著しい格差を生

ずるに至った。生活保護受給者は復帰後の急成長とともに昭和 47年度から昭和 50年度まで減少

を続けたが、海洋博覧会後、不況で経済がマイナス成長となった昭和５１年度以降は増加傾向に転

じ、昭和５４年度には保護率が 28.75‰（パーミル）にまで達した。 

その後、県経済の安定等により昭和５６年度以降は減少傾向で推移し、平成８年度は保護率

12.66％と復帰後最小値となるが、令和４年度においては、被保護世帯 31,839世帯で前年と比べ

ると 509世帯の増加、被保護人員 39,463人で 309人の増加となり、保護率 26.65‰となる。ま

た、全国の令和４年度被保護人員は、概数で約 203 万人（令和５年３月現在）となっており、昨年度

に比べ約 0.8万人減少している。 

本市の生活保護の動向をみると、合併前（旧具志川市・旧石川市・旧勝連町・旧与那城町の合計

数）の平成１３年度には、被保護世帯数 859世帯、被保護人員 1,433人、保護率 12.63‰であっ

たが、平成１６年度には、被保護世帯数 855世帯、被保護人員 1,358人、保護率 11.74‰でこの

間はゆるやかに減少していた。 

その後、合併時の平成１７年度は、被保護世帯数 904 世帯、被保護人員 1,410 人、保護率

12.13‰で、平成２０年度まで毎年微増、平成２１年度以降は急激な増加傾向にある。令和４年度に

は年平均推移で被保護世帯数2,643世帯、被保護人員3,212人、保護率25.96‰となっている。 

なお、本市における令和４年度の保護開始は４１５世帯で、主な理由は傷病に起因するものが１８２ 

世帯で 44％、廃止は 272世帯で、主な理由は死亡 149世帯、転出 44世帯、合わせて 193世帯

で 71％となっている。 

令和５年３月末の世帯類型は、被保護世帯 2,698 世帯のうち高齢者世帯が 1,648 世帯

（61.1％）、母子世帯 79 世帯（2.9％）、傷病障害者世帯 801 世帯（29.7％）、その他 170 世帯

（6.3％）となっており、さらに、全体の 86.3％が単身世帯となっている。 

また、被保護世帯の受給年数は、５年未満が 46.9％、５年以上１０年未満が 26.6％、１０年以上

が 26.4％で、５年以上の受給世帯が 53％を占め長期受給の傾向にある。 

 

 

※パーミル（‰） ： 1,000分のいくつかを表す。1‰は 1,000分の 1 

 

 

 

 

 

 

 

 



うるま市保護人員・保護世帯数の推移 

 

単位：人・世帯                                                                （各年度：月平均） 

 

 

 

うるま市保護率の推移 

 

※単位：パーミル（‰） ： 1,000分のいくつかを表す。1‰は1,000分の1                        (各年度:月平均) 
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（2）うるま市管内行政区別保護率（‰）                         （令和５年３月３１日現在） 

 

 ※行政区別の世帯数・人員については令和５年３月末日である。（※保護停止中を含む） 

令和5年3月分 令和4年3月分

世帯数 人員 保護率（‰） 保護率（‰）
具　　志　　川 1,985 4,658 112 123 26.41 24.13
田　　　　　場 2,270 5,571 79 107 19.21 25.23
赤　　　　　野 899 2,148 3 3 1.40 3.88
宇　　　　　堅 527 1,308 15 21 16.06 10.88
天　　　　　願 624 1,344 27 29 21.58 12.21
昆　　　　　布 879 1,848 22 26 14.07 23.23
栄　　野　　比 963 2,045 43 46 22.49 21.65
川　　　　　崎 965 2,259 26 37 16.38 19.63
西　　　　　原 1,257 3,183 30 37 11.62 13.39
安　　慶　　名 1,473 3,095 89 115 37.16 35.36
平　　良　　川 1,050 2,423 55 67 27.65 24.80
上  平  良  川 1,207 2,803 57 78 27.83 27.58
兼　  箇　  段 710 1,685 18 18 10.68 14.53
米　　　    原 1,136 2,741 32 42 15.32 3.74
赤　　　    道 2,518 5,231 179 210 40.15 41.60
江　　　    洲 1,839 4,354 55 62 14.24 11.84
宮　　　    里 1,746 3,651 111 151 41.36 38.54
喜　　　    仲 1,343 3,177 64 76 23.92 23.08
上　  江　  洲 1,270 2,811 111 112 39.84 38.35
大　　　    田 811 1,845 33 40 21.68 9.17
川　　　    田 495 1,134 21 25 22.05 20.39
塩　　　    屋 947 2,227 12 14 6.29 5.12
豊　　　    原 657 1,615 5 5 3.10 3.10
高　  江　  洲 564 1,425 3 3 2.11 27.93
前　　　    原 827 1,846 14 18 9.75 14.79
志　  林　  川 1,055 2,443 55 71 29.06 16.07
新　  赤　  道 808 1,847 12 17 9.20 4.42
みどり町1・2 961 2,374 30 45 18.96 22.02
みどり町3・4 1,030 2,359 29 43 18.23 24.02
みどり町5・6 969 2,104 96 114 54.18 43.36

具志川地域　計 33,785 77,554 1,438 1,755 22.63 22.14
曙 1,474 3,166 72 97 30.64 32.63

南　　　　  栄 480 935 29 30 32.09 29.25
城　　　　  北 912 1,970 25 33 16.75 13.68
中　　　　  央 472 1,026 33 54 52.63 57.50
松　　　　  島 542 1,017 24 27 26.55 22.84
宮　　　　  前 558 999 45 53 53.05 46.00
東　　　　  山 925 1,596 22 24 15.04 20.73

旭 1,072 2,434 24 38 15.61 6.21
港 615 1,133 35 39 34.42 39.12

伊　　　    波 972 2,203 41 50 22.70 19.69
嘉　  手　  苅 386 783 27 33 42.15 31.53
山　　　    城 462 1,042 5 9 8.64 4.79

石  川  前  原 1,431 3,417 25 34 9.95 9.49
東　  恩 　 納 782 1,676 70 76 45.35 40.54
美　　　　  原 399 858 8 8 9.32 17.40
石川地域　計 11,482 24,255 485 605 24.94 23.37
南　  風　  原 1,639 3,646 159 172 47.17 41.99
平　  安　  名 1,743 4,112 91 112 27.24 25.81
内　　　　  間 483 1,058 33 41 38.75 34.74
平　  敷　  屋 1,466 3,179 48 64 20.13 16.41
津　　　　  堅 239 365 44 58 158.90 152.00

浜 127 227 8 10 44.05 65.50
比　　　　  嘉 108 163 15 19 116.56 78.31
勝連地域　計 5,805 12,750 398 476 37.33 33.82
照　　　　  間 554 1,256 12 15 11.94 10.22

与 那 城 西 原 655 1,558 34 50 32.09 29.47
与　　那　　城 603 1,454 23 33 22.70 26.15
饒　　　　　辺 655 1,499 17 18 12.01 14.56
屋　　慶　　名 1,716 3,689 84 104 28.19 31.52
平　　安　　座 602 1,181 26 32 27.10 27.40
桃　　　　　原 116 199 8 9 45.23 37.43
上　　　　　原 110 173 14 14 80.92 66.67
宮　　　　　城 93 147 8 8 54.42 74.83
池　　　　　味 43 78 1 1 12.82 23.26
伊　　　　　計 144 230 8 10 43.48 51.72

与那城地域　計 5,291 11,464 235 294 25.65 27.08
施設 46 46 -
入院 96 96 -

合　　計 56,363 126,023 2,698 3,272 25.96 24.97

区　　分 世帯数 人員
被保護者



（3）沖縄県内生活保護の状況 

 

市 部 ・ 郡 部 別 

 

（生活保護速報 令和５年３月分） 

 

 

（４）うるま市保護の相談・申請処理状況（年度別）        

年間 月平均 年間 月平均 年間 月平均 年間 月平均 年間 月平均

732 61 691 58 745 62 1,015 85 1,020 85

389 32 318 27 375 31 474 40 454 39

12 1.0 16 1.0 18 1.0 34 2.8 20 1.7

19 1.6 15 1.0 25 2.0 26 2.2 29 2.4

世帯 354 30 300 25 320 26 418 35 415 35

人員 522 44 365 30 383 31 508 42 549 46

世帯 217 18 249 21 260 21 298 25 272 23

人員 284 24 312 26 301 25 343 29 316 26

令和4年度令和3年度令和２年度

開始

廃止

項目

却 下 件 数

取 下 件 数

申 請 受 理 件 数

相 談 件 数

平成30年度 令和元年度

 

区分 管内人口 被保護世帯 被保護人員
Ｒ5年3月
保護率‰

Ｒ4年3月
保護率‰

那覇市 316,779 10,661 13,319 42.05 41.90

沖縄市 142,351 4,524 5,590 39.27 38.56

うるま市 126,023 2,711 3,298 26.17 24.97

浦添市 114,868 2,313 2,988 26.01 25.77

宜野湾市 99,757 2,045 2,587 25.93 26.02

名護市 63,817 1,320 1,606 25.17 24.73

糸満市 62,482 1,000 1,213 19.41 20.25

豊見城市 65,690 738 891 13.56 13.11

南城市 46,009 459 545 11.85 11.48

宮古島市 54,964 844 1,044 18.99 18.17

石垣市 49,266 877 1,092 22.17 21.92

市部計 1,142,006 27,492 34,173 29.92 29.61

南部 139,850 1,811 2,213 15.82 16.06

中部 153,383 1,789 2,191 14.28 14.52

北部 38,385 689 809 21.08 20.61

宮古 1,066 14 20 18.76 14.69

八重山 5,840 44 57 9.76 9.68

郡部計 338,524 4,347 5,290 15.63 15.76



（５）うるま市保護の開始・廃止理由別状況（年度別）                 

 

 

開始

世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員

139 209 98 123 105 121 128 156 170 231

6 18 2 8 5 13 7 15 12 28

145 227 100 131 110 134 135 171 182 259

0 0 1 2 0 0 1 1 1 1

7 26 0 0 6 11 6 12 9 21

定 年 ･ 失 業 1 2 8 9 10 14 11 18 11 14

老 齢 に よ る も の 37 46 30 36 33 40 34 42 39 42

失 業 不 振 ･ 倒 産 1 2 0 0 1 2 1 1 0 0

そ の 他 (A) 7 20 2 4 9 8 14 20 16 35

6 6 11 13 9 11 32 33 37 38

2 7 1 1 5 5 0 0 1 2

21 27 22 22 23 23 20 26 20 22

32 42 37 42 43 48 56 59 33 38

60 78 64 78 32 45 72 86 41 51

174 256 176 207 171 207 247 298 208 264

35 39 24 27 39 42 36 39 25 26

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

354 522 300 365 320 383 418 508 415 549

Ｒ4年度
保護の開始理由別状況

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度

傷病に
よるもの

世 帯 主

世 帯 員

小 計

傷
病
に
よ
ら
な
い
も
の

働 い て い た 者 の 死 亡

働 い て い た 者 の 離 別 等

働きによる収
入 の 減 少 ･
喪 失

要 介 護 状 態

社 会 保 障 給 付 金 の減 少 ･ 喪 失

合 計

仕 送 り の 減 少 ･ 喪 失

貯 金 等 の 減 少 ･ 喪 失

そ の 他 (B)

小 計

転 入

交 通 事 故 （ 再 掲 ）

廃止

世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員

1 1 0 0 0 0 0 0 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 0 0 0 0 0 0 2 2

111 111 126 126 122 122 164 164 149 149

4 4 1 1 3 3 2 2 1 6

15 26 21 38 19 26 10 17 11 21

0 0 0 0 1 3 0 0 0 0
8 20 4 6 6 6 3 9 3 5

1 4 0 0 1 2 0 0 0 0

10 12 14 20 9 11 6 7 14 18

4 4 3 3 3 3 7 7 2 2

2 2 3 3 10 10 2 3 2 2

35 73 46 78 59 86 58 84 44 58

26 27 31 37 27 29 46 50 44 53

217 284 249 312 260 301 298 343 272 316

Ｒ4年度
保護の廃止理由別状況

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度

転 出

合 計

傷病の治療

世 帯 主

世 帯 員

小 計

仕 送 り の 増 加

親 類 ､ 縁 者 等 の 引 き 取 り

施 設 入 所

医 療 費 の 他 法 負 担

そ の 他

死 亡

失 そ う

働 き に よ る 収 入 の 増 加 ･ 取 得

働 き 手 の 転 入

社 会 保 障 給 付 金 の 増 加



（6）うるま市生活保護の世帯･人員の動向（年度別） 

 

 

保護率 出産 葬祭

世帯 人員 世帯 人員 （‰） 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員 世帯 世帯 人員 世帯 世帯 人員 世帯 人員

総数 1,485,210 27,419 35,167 82 154 24,418 31,217 20,315 26,193 1,081 1,904 8,258 8,406 24,211 29,050 10 457 512 50 354 522 217 284

月平均 123,768 2,285 2,931 7 13 2,035 2,601 1,693 2,183 90 159 688 701 2,018 2,421 1 38 43 4 30 44 18 24

総数 1,492,496 28,359 35,596 90 156 24,935 31,313 21,052 26,634 1,040 1,823 8,843 8,983 25,154 29,776 6 481 555 37 300 365 253 320

月平均 124,375 2,363 2,966 8 13 2,078 2,609 1,754 2,220 87 152 737 749 2,096 2,481 1 40 46 3 25 30 21 27

総数 1,501,055 29,018 35,657 152 213 25,350 31,237 21,791 27,053 877 1,658 9,404 9,527 25,066 28,957 1 501 613 31 320 383 260 301

月平均 125,088 2,418 2,971 13 18 2,113 2,603 1,816 2,254 73 138 784 794 2,089 2,413 0 42 51 3 27 32 22 25

総数 1,507,172 30,277 36,704 70 82 26,641 32,415 22,949 28,088 872 1,583 9,924 10,056 26,502 30,467 3 468 559 43 418 508 298 343

月平均 125,598 2,523 3,059 6 7 2,220 2,701 1,912 2,341 73 132 827 838 2,209 2,539 0 39 47 4 35 42 25 29

総数 1,510,297 31,712 38,543 153 201 27,842 33,954 23,926 29,253 952 1,704 10,213 10,293 27,605 31,776 6 384 477 44 415 549 272 316

月平均 125,858 2,643 3,212 13 17 2,320 2,830 1,994 2,438 79 142 851 858 2,300 2,648 1 32 40 4 35 46 23 26

4月 125,641 2,585 3,132 11 17 24.93 2,256 2,735 1,958 2,380 74 137 842 820 2,281 2,621 0 35 41 5 34 49 18 19

5月 125,694 2,592 3,137 15 22 24.96 2,257 2,744 1,951 2,377 76 137 849 858 2,280 2,631 0 34 42 2 25 28 26 28

6月 125,750 2,603 3,163 12 17 25.15 2,275 2,773 1,968 2,406 77 139 847 857 2,276 2,616 1 29 36 2 37 57 22 27

7月 125,734 2,612 3,167 12 17 25.19 2,297 2,791 1,969 2,400 78 140 855 864 2,266 2,606 0 31 39 2 31 37 19 24

8月 125,804 2,628 3,182 14 19 25.29 2,296 2,792 1,984 2,418 76 137 846 855 2,278 2,615 0 29 35 7 35 43 26 27

9月 125,876 2,635 3,203 10 15 25.45 2,295 2,803 1,969 2,411 78 140 845 856 2,289 2,625 2 31 39 1 33 51 34 34

10月 125,887 2,631 3,204 12 17 25.45 2,322 2,829 1,979 2,419 79 141 846 858 2,294 2,636 0 30 38 5 30 37 24 31

11月 125,881 2,654 3,228 14 16 25.64 2,343 2,866 2,002 2,447 80 143 846 857 2,285 2,627 0 35 43 4 47 60 27 31

12月 125,973 2,676 3,263 12 14 25.90 2,373 2,903 2,028 2,490 82 146 849 858 2,319 2,664 1 33 40 3 49 66 18 23

1月 125,995 2,683 3,273 14 16 25.98 2,377 2,910 2,025 2,486 85 151 858 865 2,317 2,672 2 31 39 6 25 35 12 18

2月 126,039 2,702 3,293 14 16 26.13 2,386 2,917 2,046 2,510 84 146 866 874 2,355 2,721 0 32 41 3 31 42 29 36

3月 126,023 2,711 3,298 13 15 26.17 2,365 2,891 2,047 2,509 83 147 864 871 2,365 2,742 0 34 44 4 38 44 17 18

合計 1,510,297 31,712 38,543 153 201 25.52 27,842 33,954 23,926 29,253 952 1,704 10,213 10,293 27,605 31,776 6 384 477 44 415 549 272 316

令和3

年度
24.35

令和4

年度

令
和
4
年
度
の
実
施
状
況

平成30

年度
23.68

令和元

年度
23.85

令和2

年度
23.75

25.96

廃止
区分 人　口

被保護者数 停止 生活 住宅 教育 介護 医療 生業 開始



（7）うるま市生活保護費支給状況（年度別） 

 

生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助 出産扶助 生業扶助 葬祭扶助
就労自立

給付金

進学準備

給付金
施設事務費 支援給付費 合計

1,467,071 575,403 18,362 193,525 2,798,441 1,261 5,581 9,512 293 21,222 3,525 5,094,196

1,460,315 599,200 16,319 212,094 2,833,226 968 5,581 7,744 1,037 19,856 3,066 5,159,406

1,449,744 618,010 15,166 233,800 2,868,475 40 5,958 7,794 595 1,100 18,845 2,867 5,222,394

1,510,568 648,479 14,430 227,907 2,693,209 64 4,535 11,988 507 600 17,948 6,706 5,136,941

1,560,323 673,006 15,458 232,102 2,757,851 687 4,766 11,478 390 1,115 21,583 5,225 5,283,984

4月 123,210 55,859 1,167 17,644 208,917 148 503 616 300 600 1,531 281 410,776

5月 120,449 54,535 1,236 19,584 240,322 -83 665 962 0 100 1,508 790 440,068

6月 120,768 54,907 2,110 18,111 204,036 0 413 395 0 0 1,678 251 402,669

7月 127,741 56,133 1,300 21,332 224,339 50 284 280 0 0 1,660 1,214 434,333

8月 124,947 55,286 1,241 20,180 246,162 0 554 1,362 0 0 1,678 207 451,617

9月 122,863 54,956 1,248 20,552 228,814 0 216 1,496 65 0 1,980 560 432,750

10月 123,545 55,032 1,285 19,645 180,209 361 203 277 25 0 1,880 192 382,654

11月 130,281 55,861 1,328 18,827 240,475 0 389 1,377 0 0 1,905 491 450,934

12月 165,475 57,670 1,261 19,093 254,338 11 584 660 0 0 1,905 236 501,233

1月 132,758 57,511 1,325 18,967 267,227 200 58 1,844 0 0 1,905 412 482,207

2月 134,162 57,768 1,245 19,230 246,866 0 224 760 0 0 2,310 333 462,898

3月 134,705 57,802 712 18,932 215,890 0 673 1,449 0 415 1,643 258 432,479

翌4月 -227 -142 0 5 252 0 0 0 0 0 0 0 -112

翌5月 -354 -172 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 -522

計 1,560,323 673,006 15,458 232,102 2,757,851 687 4,766 11,478 390 1,115 21,583 5,225 5,283,984

月平均 130,027 56,084 1,288 19,342 229,821 57 397 957 33 93 1,799 435 440,332
扶助費別

構成比 29.5% 12.7% 0.3% 4.4% 52.2% 0.0% 0.1% 0.2% 0.0% 0.0% 0.4% 0.1% 100.0%

令
和
4
年
度
支
給
状
況
等

令和4年度

区分

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度



 

（８）うるま市労働力類型別世帯（年度別）               

令和４年度は非稼動世帯が 2,698世帯で 93.9％を占めている。稼動世帯は 165世帯 6.1％で、その

うちの常用稼働世帯は 99世帯で全体の 3.7％となっている。 

 

労働力類型別世帯数（年度別）                                         （各年度 3月末） 

    
                                          

 

 

（９）うるま市世帯類型別被保護世帯数（年度別）                           （各年度 3月末）  

   

 

非稼動世帯

計 常用 日雇 内職 その他

平成30年度 2,336 198 158 123 12 2 21 40 2,138

令和元年度 2,375 175 147 115 9 2 21 28 2,200

令和2年度 2,443 166 141 105 10 2 24 25 2,277

令和3年度 2,573 166 145 103 13 2 27 21 2,407

令和4年度 2,698 165 144 99 14 3 28 21 2,533

働いている者
が い な い世
帯

区　分 総　数

稼　　　　動　　　　世　　　　帯

合計
世 帯 主 が 働 い て い る 世 帯

世帯員が
働 い て い
る世帯

（％） （％） （％） （％） （％）

総数 2,336 100 2,375 100 2,443 100 2,573 100 2,698 100

高齢者世帯 1,307 56.0 1,413 59.5 1,482 60.7 1,571 61.1 1,648 61.1

母子世帯 89 3.8 79 3.3 75 3.1 80 3.1 79 2.9

傷病障害者
世帯

774 33.1 732 30.8 742 30.4 760 29.5 801 29.7

その他世帯 166 7.1 151 6.4 144 5.9 162 6.3 170 6.3

総数 1,955 100 2,028 100 2,109 100 2,221 100 2,330 100

高齢者世帯 1219 62.4 1319 65.0 1393 66.1 1467 66.1 1542 66.2

傷病障害者
世帯

663 33.9 640 31.6 653 31.0 684 30.8 718 30.8

その他世帯 73 3.7 69 3.4 63 3.0 70 3.2 70 3.0

総数 381 100 347 100 334 100 352 100 368 100

高齢者世帯 88 23.1 94 27.1 89 26.6 104 29.5 106 28.8

母子世帯 89 23.4 79 22.8 75 22.5 80 22.7 79 21.5

傷病障害者
世帯

111 29.1 92 26.5 89 26.6 76 21.6 83 22.6

その他世帯 93 24.4 82 23.6 81 24.3 92 26.1 100 27.2

総
　
　
　
数

単
身
者
世
帯

２
人
以
上
の
世
帯

構成比
率

構成比
率 実数

構成比
率

構成比
率

項　　　目

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

構成比
率実数 実数 実数 実数



 

（10）うるま市年齢階層別の保護人員（年度別）                   

(各年度 7月末) 

 
 

（11）うるま市世帯人員別世帯数（年度別）                      

(各年度 7月末) 

 
 

 

（12）うるま市保護受給年数別世帯数（年度別）                     

(各年度 7月末) 

 
 

 

（13）うるま市医療扶助人員（年度別） 

                                                                    （各年度 3月末） 

 

０～ ９～ 20～ 30～ 40～ 50～ 60～ 70歳

８歳 １９歳 29歳 39歳 49歳 59歳 69歳 以上

Ｈ30年度 133 182 63 97 239 374 727 1056 2,871

R1年度 113 183 54 106 240 368 763 1,155 2,982

R2年度 92 178 50 84 226 359 718 1,216 2,923

R3年度 86 177 52 83 215 359 742 1,296 3,010

R4年度 88 166 58 99 193 394 753 1,384 3,134

　　　　年齢

 年度
総計

世帯 7人

年度 以上

30年度 1,874 261 72 22 12 10 10 2,261

R1年度 1,986 260 64 26 10 11 8 2,365

R2年度 2,104 245 68 21 12 7 7 2,464

R3年度 2,114 258 54 27 11 5 6 2,475

R4年度 2,231 259 55 25 10 5 5 2,590

1人 2人 3人 4人 5人 6人 総　計

受給年数

年度 比 率

（％）

30年度 301 13.3 485 21.4 364 16.1 637 28.2 474 21.0 2,261 100

R1年度 282 11.9 484 20.5 402 17.0 676 28.6 521 22.0 2,365 100

R2年度 250 10.4 478 19.9 410 17.1 707 29.5 553 23.1 2,398 100

R3年度 311 12.6 442 17.9 378 15.3 724 29.3 620 25.1 2,475 100

R4年度 343 13.2 483 18.6 390 15.1 690 26.6 684 26.4 2,590 100

世帯 比 率（％） 世帯 比 率（％） 世帯
比 率

（％）

１年未満
１年～ 3年～ 5年～

10 年以上 合　　計
3年未満 5年未満 10年未満

世帯 比 率（％） 世帯 比 率（％） 世帯

合計

精神 その他 計 精神 その他 計 （ア＋イ）

総数 1,387 1,156 2,543 533 25,974 26,507 29,050

月平均 115.6 96.3 211.9 44.4 2,164.5 2,208.9 2,420.8

総数 1,494 1,105 2,599 780 26,397 27,177 29,776

月平均 124.5 92.1 216.6 65.0 2,199.8 2,264.8 2,481.3

総数 1,421 1,034 2,455 860 25,642 28,957 31,412

月平均 118.4 86.2 204.6 71.7 2,136.8 2,413.1 2,617.7

総数 1,393 1,020 2,413 1,419 26,635 28,054 30,467

月平均 116.1 85.0 201.1 118.3 2,219.6 2,337.8 2,538.9

総数 1,370 1,090 2,460 1,480 27,836 29,316 31,776

月平均 114.2 90.8 205.0 123.3 2,319.7 2,443.0 2,648.0

入　院　外（イ）

平成30年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和４年度

区分
入　　　院（ア）



 

うるま市生活困窮者自立支援制度について 

 

（１）生活困窮者自立支援法とは 

平成２７年４月から生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）が施行された。 

この法律は、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持する事ができなくなるおそれのある者を対象に、

生活保護受給に至る前の段階の自立支援策の強化を図るのが目的である。 

支援内容は、必須事業である「自立相談支援事業」・「住居確保給付金事業」、任意事業である「就労準

備支援事業」・「一時生活支援事業」・「生活困窮世帯の子どもの学習支援事業」・「家計改善支援事業」

があり、現在うるま市では、全ての事業を実施している。 

 

（2）生活困窮者自立支援事業 

 

１）概要 

うるま市では、「うるま市就職・生活支援パーソナルサポートセンター」を設置し、自立相談支援事業を

実施している。 

相談支援員が生活の困りごと、不安を抱えた方の相談を受けて、どのような支援が必要かを相談者と

一緒に考え、具体的な支援プランを作成し、必要なサービスの提供に繋いだり、関係機関へ同行したり、ま

た場合によってアウトリーチで相談に応じるなど寄り添いながら自立に向けた支援を行う。 

 

２）事業実績 

○自立相談支援事業 

個々の状況にあった支援プランを作成し、支援していく。 

（各年度３月末）   

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 

新規相談件数（総数）  1464 1288 424 

プラン作成者数（総数）  157 137 198 

就労支援対象者  137 90 107 

法
に
基
づ
く
事
業
等

利
用
件
数 

住居確保給付金 51 20 20 

一時生活支援事業 8 3 7 

就労準備支援事業 10 7 10 

家計改善支援事業 - 30 35 

自立相談支援による就労 131 95 116 

そ
の
他 

生活福祉資金等による貸付 

※コロナ特例貸付は含まず 
24 12 8 

生活保護受給者等就労自立促進事業 82 46 45 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

○住居確保給付金の支給 

離職等により住居を失った方、または失う恐れの高い方へ就職に向けた活動をするなどを条件に一定

期間、家賃相当額を支給する。生活の土台となる住居を整えた上で、就職に向けた支援を行う。 

（各年度３月末） 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 

新規申請 86 29 13 

支給決定（再支給含む） 86 29 13 

延長決定 33 13 6 

再延長決定 16 10 3 

再々延長決定 2 0 0 

支給中止 9 1 1 

不支給決定 0 0 0 

支給件数 366 181 65 

総支給額（円） 12,693,700 6,278,800 2,199,000 

 

 

○就労準備支援事業 

  「社会との関わりに不安がある」、「他の人とコミュニケーションがうまく取れない」など、直ちに就労が

困難な方に、プログラムにそって一般就労のための基礎能力を養いながら就労に向けた支援や就労機

会の提供を行う。    

（各年度 3月末） 

  
令和２年度 令和 3年度 令和 4年度 

生活困窮者 被保護者 生活困窮者 被保護者 生活困窮者 被保護者 

実人数 14 22 15 9 15 12 

延べ人数 42 70 53 18 77 64 

日常生活自立（実人数） 13 19 2 1 5 0 

社会生活自立（実人数） 12 20 1 0 6 1 

就
労
自
立 

就職 11 15 1 1 4 0 

求職 1 5 0 0 0 0 

企業実習等訓練 2 2 0 0 0 1 

資格取得等訓練 0 0 0 0 0 0 

就労自立率（％） 100% 100% 7% 11% 27% 8% 

就職率（％） 78.6% 68.2% 6.7% 11.1% 26.7% 0.0% 

 ※就労自立率とは参加者が就職のみならず、企業実習や就職活動を行った者の割合 

 

 

○一時生活支援事業 

  住居を持たない方、またはネットカフェ等の不安定な住居形態にある方で、就労による生活の立て直し 

を希望する方に一定期間、宿泊場所や衣食を提供する。 

※一定の資産収入等に関する要件を満たしている方が対象 

  

相 談 件 数

（各年度3月末）

利 用 件 数

令和４年度令和２年度 令和３年度

7

7

8

8

3

3  
 

 



 

○学習支援事業 

うるま市内の生活保護世帯（中学 1 年～3 年生）や生活困窮状態にある世帯の中学３年生に対し高 

校進学のため基礎学習の習得及び学習意欲の向上を図ることを目的に通塾型の学習支援を実施して

いる。 ※一定の要件を満たしている方が対象 

 

      そ の 他 42 1

（ 生 活 困 窮 世 帯 ） 4637 35

高 校 進 学 者 数 4938 36

参 加 者 数 5340 37

（ 生 活 保 護 世 帯 ） 73 2

令和４年度令和２年度 令和３年度

 
 

 

○家計改善支援事業 

家計表を活用し本人を含む世帯全体の家計収支に関する課題の評価・分析を行い、家計改善に対す

る意欲を高めることや家計状況の把握・滞納の解消・債務整理に関する支援を行う。 

 

  
相 談 件 数

（各年度3月末）

令和４年度令和２年度 令和３年度

3530  
 

 

 

 


